
議会報告会２０２５　全体会報告書 

 [委員会名]： 文教常任委員会 濱本委員長班

 日　　時 令和７年８月１９日（火）　　　 １８時３０分　～　２０時００分　

 会　　場 山崎本社みんなのあいプラザ　１階多目的ホール

 担当委員 濱本議員、新田議員、吉屋議員、松浦議員

 記 録 者 松浦議員

 参 加 者 １０名

 
質疑内容 会場での回答

 文教厚生常任委員会とは何をするのか。 文化・教育・医療・福祉などを所管している。 
市の事業や予算を詳しく審査し、市民の声がより

よく反映されるよう提言やチェックを行ってい

る。 
直近では文化財の所管事務調査を行った。

 廿らつプラチナボランティア制度を一般質問で

取り上げた理由について知りたい。 
私自身はボランティアの運営をやっている。

令和 8 年 1 月から制度拡充となり対象者が介護予

防につながる活動を担う人に加え、それらの活動

に参加する人もポイント対象となる。 
周知を行い本制度に参加する高齢者が増えること

により地域の健康寿命の延伸の取り組みに繋がる

と考えた為。

 なぜ反対されたのか。 当初の計画の発表の仕方・内容が良くなかった。

 反対する人からの利活用についての提案はある

のか。反対するなら自分達で運営を考えたら良

いと思う。

自然のままで良いとの意見はあったが特になし。

自分達で運営するなどの提案があるなら、それも

良い考えであると思う。

 議員も視察をして、どう思ったのか。 宮島桟橋西側と異なり、東側には人が訪れにくい

状況となっている。年間 2000 万円程度の赤字はよ

くない。素晴らしい環境の為、出来る限り利活用

して、何らかの収益を生み出せる形が必要。

 キャンプ場のブームも去ったのでは。対岸に多

くホテルがあるため、ホテル以外がよくないか。

ホテルありきではない。様々な形が検討可能。

 はつかいち見守り安心ネットワーク事業と廿日

市市見守りシール交付事業について 
登録者が増える取り組みについて考えはある

か。 
一人歩きの認知症高齢者にタグがつけられるよ

う無料配布されていると聞いた。市全体で 250
名程度の対象者で、100 名程度しか登録していな

いとのこと。登録すべき人がタグをつけておら

ず、一人歩きをしてしまう。なぜ、対象者全て

に配れないのか。家の恥になると思って隠して

いる家庭もあるのでは。多少強引にでもつけて

この事業は廿日市市社協の事業であるが、社協も

市も広報は常時行っているが、十分ではないかも

しれない。 

社協、民生委員会及び担当課などはつかいち見守
り安心ネットワークの関係団体にしっかりと伝え

ていく。



 頂いたら良いのではないか。先日も認知症状の

ある方が、串戸で行方不明になり、翌日、天神

で見つかった。やはりタグはつけていなかった。

事故を未然に防ぐためにも、必要であると考え

る。 
対象者家族に理解をしてもらえる周知をする

ことはできないのか。 
対象者は民生委員が把握しているのではない

か。

 ボートレース宮島の収益は市の事業にもっと活
かせるのではないか。 
競艇により、市に沢山お金が入っていることを、

市民にもっとアピールしても良いのではない

か。

一時期、財政が非常に厳しい状況もあった。 
コロナ禍でネット投票を利用する方も増え、売上
が伸びた。  
ボートレース宮島の売上は廿日市市と大竹市に配
分金として交付している。 
事業への活用の使途は制限されており、教育・福
祉・地域医療の充実の為に使用している。 
利益剰余金はＪＡ広島総合病院や広島西医療セン
ターへの寄付も行っている。 
廿日市市と大竹市から、4 名ずつ競艇議員を出して
いる為、今後も注視していく。 
廿日市市の独自財源としては、宮島訪問税もあり

どちらも重要。 

担当課にも伝える。

 たばこ税について 
廿日市市にも、税収として数億入っている。税

収をたばこを販売しているコンビニ等に各喫煙

所を設置する等、活かせないのか。 
コンビニから灰皿撤去をという医者がいるが、

商品として売っているため難しい。

各コンビニに喫煙所を設置するとなると、設置

代・維持費の事を考えると難しいことが予測され

る。 
健康への影響や副流煙による健康被害もあるた

め、分煙対策を徹底することが大事であると考え

る。 
たばこ税も医療・福祉や子育て支援等の財源とし

て活用されている。

 自主防災訓練について（阿品台） 
県営住宅は高齢化し、ひとり親家庭が多い。自

主防災組織について地域で担っている人が高齢

化しており、地域で防災訓練などをやるのは限

界だ。また横のつながりもなくなっている。ボ

ランティアでやるのは、これ以上限界だ。市は、

地域に丸投げしないでほしい。 
今後の在り方を市で考えてほしい。

市がやるのは公助であり、2 次対応。自助・共助・
公助が重要。

 地域福祉カルテを更新してほしい。 
令和 5 年度以降の情報が出ていない。

（意見として伺った）

 地域福祉の基礎データを更新してほしい。（特に （意見として伺った）



 重層的支援体制整備事業） 
地域福祉の分野において、民間事業者が協力し

たくても、きちんとしたデータがなければ協力

できない。


